
福島県森林整備活動による二酸化炭素吸収量認証制度実施要領

第１条 この要領は、福島県内で企業・団体等が実施した植栽、下刈り、間伐などの森林

整備の効果を二酸化炭素吸収量の数値で認証することにより、企業・団体等による森

林整備活動への参画を促進し、もって地球温暖化防止など森林の持つ多面的機能の持

続的発揮と山村地域の活性化に資することを目的とする。

第２条 この要領において、認証の対象とするものは、次の各項に定めるところによる。

（１）対象とする森林

次に掲げるもので、県内に存し、開発行為等の土地の改変が行われる予定がないも

のをいう。ただし、主として農地又は住宅地若しくはこれに準ずる土地として使用さ

れる土地及びこれらの上にある立木を除く。

ア 木が集団して生育している土地及びその土地の上にある立木

イ 前号の土地の外、木の集団的な生育に供される土地

（２）対象とする森林整備

前項の森林において、企業・団体等が社会貢献活動として実施又は支援した次の森

林整備活動とする。

ア 植栽、萌芽整理等の森林の造成・更新のための森林整備

イ 下刈り、除伐及び間伐等の森林の健全な生育を促進する森林整備

（３）森林整備活動の方法

次に揚げるもので、森林所有者と森林の使用に関する協定などの文書を取り交わし

て実施する活動とする。ただし、自らが所有する森林において実施する場合には協定

は不要とする。

ア 企業・団体等の従業員等の参加による森林整備活動

イ 企業・団体等が費用を提供する森林整備活動（森林組合等に委託して実施した森

林整備など）

第３条 二酸化炭素吸収量の認証を受けようとする者（以下「認証申請者」という。）

は、企業及び団体等（学校及び森林ボランティア団体等を含む。）とする。

第４条 認証申請者は、認証申請書（第１号様式）に、実施した森林の整備等の内容を

記載し、原則として次の期間に知事に提出するものとする。

区 分 申 請 期 間

第１回 毎年 ５月１日から５月３１日

第２回 毎年 ９月１日から９月３０日

第３回 毎年 １月１日から１月３１日



２ 認証申請書は、当該申請地を所管する福島県農林事務所長を経由して提出するこ

とができる。

第５条 知事は、提出された認証申請書及び添付書類の確認を行うとともに、認証申請者

の協力のもと原則として現地調査を行い、当該認証申請書に係る森林整備活動が次に

掲げる要件すべてを満たしていると認める場合には、当該認証の申請に係る事案及び

次条の規定により算定する二酸化炭素吸収量について、二酸化炭素吸収量認証委員会

の審査に付さなければならない。

（１）県内の森林で実施された森林整備であること。

（２）平成２１年４月１日以降に実施された森林整備であること。

（３）森林整備面積が 0.1ha以上であること。

（４）実施された森林整備が適切であり、健全な森林として生育することが期待で

きること。

２ 知事は、前項の審査の結果を踏まえ、二酸化炭素吸収量の認証をするものとする。

３ 知事は、二酸化炭素吸収量の認証をしたときは、二酸化炭素吸収量の数値を記載

した認証書（様式第２号）を認証申請者に交付するものとする。

第６条 二酸化炭素吸収量の算定は、別に定める基準により算定するものとする。

２ 算定する二酸化炭素吸収量は、森林の整備等が実施された期間や時期にかかわら

ず森林整備が完了した日が属する年度の４月１日から３月３１日までの１年分とす

る。

３ 植栽と下刈などの異なる内容の森林の整備等を、同一場所で同一年度に実施した

場合については、それぞれの二酸化炭素吸収量を加算しないものとする。

第７条 二酸化炭素吸収量の認証及び二酸化炭素吸収量の算定に関する事項を審査するた

め、二酸化炭素吸収量認証委員会を置く。

第８条 認証を受けた者は、認証書を社会貢献の証として広報活動に用いることができ

る。ただし、認証書に記載された二酸化炭素吸収量を取引することはできない。

第９条 知事は、本要領に定めるもののほか、必要な事項については、別途定めるものと

する。

附則

この要領は、平成２２年３月１８日から施行する。



（様式第１号）

平成 年 月 日

福島県知事 様

申請者 （住所）

（企業名等）

（代表者名） 印

福島県森林整備活動による二酸化炭素吸収量認証申請書

森林整備活動による二酸化炭素吸収量の認証を受けたいので、福島県森林

整備活動による二酸化炭素吸収量認証制度実施要領第４条の規定により、下

記のとおり申請します。

記

１ 整備対象森林の所在地

福島県 ほか 筆

２ 森林整備の内容

別表のとおり

３ 森林整備面積

ha ※小数点以下２桁まで記入

４ 添付書類

（１）位置図（森林整備対象森林の位置を明らかにした縮尺５万分の１の図面）

（２）施業図（樹種別、林齢別の面積を確認できる縮尺５千分の１以上の実測図又

は実測図に準ずる図面）

（３）写 真（森林整備の実施前、実施中、実施後など森林整備状況がわかる写真）

（４）森林所有者等との間で取り交わした協定書等の写し



（別表）

森林整備の内容

整備対象森林の所在地 森林整備 整備面積 森林整備の 対象樹種 林齢 備考

の種類 （ha） 実施時期

計

（記入上の注意）

①「整備対象森林の所在地」の欄には、市町村、大字、字、地番を記入する。

②「森林整備の種類」の欄には、植栽、萌芽整理、下刈り、除伐、間伐、枝打ち、その他（具体的内

容）を記入する。

③「整備面積」の欄には、森林整備を行った面積を ha単位（小数点以下３位を四捨五入し２位止め）

で記入する。なお、「計」の欄には、延べ面積ではなく実面積を記入する。（例：同一区域において

植栽 1haと下刈り 1haを実施した場合、実面積である１ haとして集計する）

④「森林整備の実施時期」の欄には、森林整備の実施年月を記入する。

⑤「対象樹種」の欄には、森林整備実施後の樹種を記入する。（混交林の場合には、混交割合を記入）

⑥「林齢」の欄には、森林整備実施年における林齢を記入する。（混交林で異なる林齢が混在する場

合には、平均林齢を記入）

⑦「森林整備の種類」、「対象樹種」及び「林齢」が異なる場合は、それぞれ別行に記入する。



（様式第２号）

（（（（認証申請者認証申請者認証申請者認証申請者））））様様様様

平成 年 月 日付平成 年 月 日付平成 年 月 日付平成 年 月 日付けでけでけでけで申請申請申請申請のあったのあったのあったのあった森林整備活動森林整備活動森林整備活動森林整備活動によるによるによるによる二酸化炭二酸化炭二酸化炭二酸化炭

素吸収量素吸収量素吸収量素吸収量をををを算定算定算定算定したのでしたのでしたのでしたので、、、、次次次次のとおりのとおりのとおりのとおり認証認証認証認証しますしますしますします。。。。

この認証書は、申請者の社会貢献活動の証として、広報活動に活用することができます。

ただし、認証書に記載された二酸化炭素吸収量を取引することはできません。

平成 年 月 日

福島県知事福島県知事福島県知事福島県知事 印

整備森林の所在地

福島県 郡・市 町・村 番 ほか 筆

森林整備の種類及び面積

ほか ヘクタール

平成 年度二酸化炭素吸収量平成 年度二酸化炭素吸収量平成 年度二酸化炭素吸収量平成 年度二酸化炭素吸収量 tttt----COCOCOCO2222

二酸化炭素吸収量認証書二酸化炭素吸収量認証書二酸化炭素吸収量認証書二酸化炭素吸収量認証書



（裏面）

森林整備の内容及び二酸化炭素吸収量の内訳

整備対象森林の所在地 森林整備 整備面積 森林整備の 対象樹種 林齢 CO2吸収量

の種類 （ha） 実施時期


